
 
 

 

 

 

 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりで す。 

最終更新日：2026年7月2日 

株式会社 ナンシン 
代表取締役社長 諏訪 隆博 

問合せ先：03-6892-3016 

証券コード：7399 

https://www.nansin.co.jp/corporate/ 

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社 グル ープ は、 「 人づく り、 製 品（ 物） づく りを通し て、 広く 社 会に 貢献 する」 と いう 経営 理念 とし、 顧客 満足 度の 向上 と企 業 価 値                                                                                                                        
の創造により企業の社会的責任（CSR）を果たすべく、正確な経営情報の把握と迅速な意思決定に努めています。そのために、公正かつ透明な

経営を担保するコーポレート・ガバナンスの重要性を十分に認識し、その充実強化を経営の最重要課題のひとつと位置付けています。 

 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

【原則３－１】情報開示の充 実 

(iii)役員報酬の方針と手続き 

当社は、2024年5月の取締役会で役員報酬の決定方針を再定義しました。報酬は「固定報酬」「業績連動報酬」「非金銭報酬（譲渡制限付株式）」の3区

分で構成され、業績と株主価値の向上を目的としています（監査等委員・社外取締役を除く）。 

報酬額は、株主総会で定めた限度額内で、取締役会の方針に基づき代表取締役社長が職責や業績等を考慮して決定します。業績連動報酬 はKPIに

基づき現金で支給し、非金銭報酬はRS制度を通じて企業価値向上と価値共有を図ります。 

(iv) 役員の指名／解任の方針と手続き 

経営陣幹部の選解任と取締役・監査等委員候補者の指名にあたっては、当社の経営陣幹部または取締役・監査等委員として相応しい豊富な経験、
高い見識、高度な専門性を有する人物を候補者とし、取締役会において決定します。 

(v) 上記の(iv)を踏まえて経営陣幹部及び取締役・監査等委員候補の指名を行う際の、個々の選解任／指名について 

取締役及び監査等委員の各候補者の経歴並びに各役員候補者の選解任理由については、株主総会招集通知（参考書類）において開示します。 

【補充原則４－１０－１】指名・報酬委員会などの設置 

当社は、経営陣幹部・取締役の指名・報酬などの特に重要な事項の決定については、事前に監査等委員会が形成した意見を聴取したうえ                                                                                                                          

で、独立社外取締役が出席する取締役会で審議を行うことによって、取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任の強化を図っています。よって

任意の諮問委員会を設置せずとも適切に機能していると考えています。 

【補充原則４－１１－３】取締役会実効性評価 

取締役会の実効性評価については、今後、取締役会の機能を向上させるという観点から、その評価方法も含め検討してまいります。 

【補充原則４－１４－２】役員トレーニングの方針 

当社の各取締役及び各監査等委員は、それぞれ、その人格、能力、知識及び経験等を勘案し選任しており、求められる役割と責務を十分に                                                                                                                          

果たし得ると判断しています。また、各取締役及び各監査等委員は、セミナーの参加や書籍の購入等を通じ、必要な知識の習得を継続的に行って

いますが、各取締役及び各監査等委員に対するトレーニングの方針は具体的に定めていません。今後検討してまいります。 

【原則５－１】株主との建設的な対話に関する方針 

当社は、十分な説明責任を果たし、経営の透明性を高めることが企業経営の責務であると認識しており、適時適切で公平な情報開示に努め、株主・

投資家の皆様との信頼関係を構築してまいります。 

また、株主総会を株主に対する説明責任を果たす場と位置付け、株主総会招集通知等での積極的な情報開示を行うとともに、当日は、、 株主様から

の質問に対する丁寧な説明に努めています。 

  

コーポレートガバナンス 

https://www.nansin.co.jp/corporate/


【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】  

【原則１－４】政策保有株式 

当社は持続的な成長と社会的価値、経済的価値を高めるため、業務提携、製品の安定調達などの経営戦略の一環として、また、取引先                                                                                                                         

との良好な関係を構築し、事業の円滑な推進を図るため必要と判断する企業の株式を保有しています。特に近年においては、代理店を通して販

路拡大の戦略に基づいて、業務提携を前提とした投資株式については、当社経営陣が相手先代表者と面接し、経営環境、事業戦略及び資本提
携目的の説明を受け、取締役会において定量的保有効果を含めた妥当性と必要性を総合的に判断した上で保有していく方針です。  

一方で、保有の意義が薄れたと判断される株式については、当社グループの持続的成長および中長期的な企業価値向上の観点から、縮減・処分を

進める方針としており、取締役会において個別の政策保有株式について検証を行っております。こうした方針に沿い、2023年度は2銘柄、2025年度
は1銘柄に対し、必要な対話と検討を経て売却を決議いたしました。 

今後も引き続き、保有の合理性についての定期的な見直しを行い、開示と対話を通じて適時適切な対応を図ってまいります。 

当社は、政策投資株式に係る議決権行使に当たっては、議案の内容を精査し、投資先企業の中長期的な企業価値の向上や持続的な成長に                                                                                                                          

つながるか、当社の株主利益を毀損するおそれがないかの観点を重視し、個々の議案毎に当該企業と事実上の関係が深い所管部門において検

討を行い、賛否を判断しています。 

【原則１－７】関連当事者間の取引 

当社が役員との間で法令に定める競業取引及び利益相反取引を行うにあたっては、取締役会が定める取締役会規則により、必ず取締役                                                                                                                        

会に上程し、決議を受けなければなりません。また当該取引を実施した場合は、法令の定めるところによりその重要な事実を適切に開示します。  

【補充原則２－４－１】多様性確保の考え方、測定可能な目標 

当グループはマレーシア・中国に海外子会社を有し、海外顧客も多く、多種多様な能力を持った人材を中途採用中心に採用しております。そういっ

た人材が生き生きと働き、能力を発揮できるように環境を整備しております。 

（ⅰ）女性管理職人数 

目標：2028年3月末までに2023年3月末時点より1名増員する(2名） 実績(2025年度）：3名（管理職に占める女性労働者の割合10.3％）  

(ⅱ)女性役員人数 

目標：2028年3月末までに2023年3月末時点より1名増員する(1名） 実績（2025年度）：1名(役員に占める女性役員の割合12.5％) 

（ⅲ）男性労働者の育児休業取得率 

目標：2023年3月末から2028年3月末まで50.0％以上を維持する(50.0％)   実績（2025年度）：100.0％(前年度から100％を維持） 

（ⅳ）平均勤続年数 

目標：2028年3月末までに2023年3月末時点より1.13年向上する(12.7年） 実績(2025年度）：12.34年(11.57年から0.77年向上) 

【原則２－６】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮 

当社は、確定拠出金制度を採用しています。確定拠出金については、将来のリスクの軽減、経済合理性ならびに従業員一人ひとりのラ イフプランに

応じた自由な資産形成を支援するため、個人の運用に任せています。 

【原則３－１】情報開示の充実 

（ⅰ）会社の経営理念、経営戦略、経営計画 

当社の有価証券報告書に記載しています。 

（ⅱ）コーポレートガバナンスに関する考え方と基本方針                                                             

当社の有価証券報告書に記載しています。 

【補充原則３－１－３】サステナビリティの取組み／人的資本や知的財産への投資                                                                                          

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1）基本方針 

当社グループは、「人造り、製品作り、を通して広く社会に貢献する。」を経営理念に、社会から頼られ、愛される企業となるため、世の中に求め                                                                                                                   

られる価値を実現し、笑顔をお届けすることに喜びを感じる「人造り」に全力を尽くします。また、「SUSTAINABLE GROWTH」をスローガンに、笑顔あ

ふれる会社を目指し、全社一丸となって精進し、お客様と様々なパートナーと共に、持続的な成長を目指すことを宣言しております。  

(2）ガバナンス 

当社グループは、サステナビリティへの取組を重要な経営課題と位置付け、2024年4月に設置したリスク管理委員会において、毎年当社  グループ                                                                                                                        

全社を対象とした重要リスクの抽出・評価を行い、当社グループにとって優先的に取り組むべきリスクを特定しております。リスク管理委員会は、取

締役によって選定された各部門の委員で構成され、代表取締役が委員長を務め、年4回以上開催し、重要項目について取締役会、経営会議、監

査等委員に報告しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



      ■リスク管理委員会体制 

  

（３）リスク管理 

当社グループでは、サステナビリティに関連するリスク及び機会を以下のプロセスにより識別、評価及び管理を行っております。 

【識別プロセス】 

当社グループにおけるリスク・機会の識別は、リスク管理委員会で行っております。製造・営業・開発・人事等の主要部門へのヒアリング等を行

い、識別し、年1回レビューを行い翌年度の改善計画を策定しております。 

【評価プロセス】 

識別したリスク事象について、影響度（金額）と発生可能性（頻度）に応じて、事業の継続性に与えるインパクトを見極めております。 

【管理プロセス】 

四半期ごとのリスク管理委員会において、リスクの対応方針及び管理方法、その改善策を検討しております。その内容については、取締役会 

・監査等委員会・経営会議に共有されております。 

 

（４）サステナビリティに関する重要課題の認識 

a. (製造や物流を主とする)産業分野のユーザーにおける環境負荷低減や省力化に貢献可能な高機能キャスター製品の開発・市場投入・普及 

【当社の重量搬送用高機能キャスター製品の主な特徴】 

①高い走行性（回転・旋回） 

・反発性に優れたウレタン素材を車輪に採用し、回転性能は当社従来品比最大で約65%向上 

・高性能ベアリングの組合せ等により、旋回性能も当社従来品比最大で約80%向上 

②優れた耐久性 

・金具の構造をシンプルにすることにより強度を極限まで向上 

・回転性を大きく向上させるウレタン素材は、使用に伴う摩耗や長時間停止時の永久歪みなどの劣化も著しく少ない 

・シリーズ内最上級モデルでは、当社従来品と同等の適切な使用条件下であれば、10倍以上の耐久レベルを示す 

③騒音や振動の抑制 

【製造や物流を主とする産業分野のユーザー側において期待される効果】 

①消費エネルギーの削減を通じたCO2等の抑制効果 

・（主に製造工程内での）自動搬送における消費電力の削減 

・フォークリフトによる搬送の一部を人力での搬送に切替 

②重量物搬送にかかる作業負担の軽減効果 

・労働人口の減少や働き方の多様化が進む中、搬送作業の負荷軽減を通じて、女性やシニア層の活躍機会拡大 

・騒音や振動の抑制により、作業者の身体的負荷軽減と共に、周辺地域への配慮を含めた安心できる職場環境づくり 

③優れた耐久性による廃棄物の削減 

・交換頻度の劇的な減少により、短期の消耗品として扱われてきたキャスター及び付随する物流搬送機器が長寿命化 

今後、ユーザーを通じて、サステナビリティに貢献していくために、高機能キャスターの開発・市場投入・普及活動に積極的に取り組んでまいります。 

 

【指標及び目標】 

■重量搬送用高機能キャスター販売数量及び目標 

 
 

（単位：数量＝個）

2022年度​ 2023年度​ 2024年度​ 2025年度​ 2026年度​

目標

※重量搬送用高機能キャスターシリーズ：ミラクル、KAIZEN、STMS、STHS、THHS

※2021年以前の新商品投入時期：ミラクル2015年度、KAIZEN2016年度

​

数量（卸売ベース） 20,566 30,142 27,588 25,363 30,000

新商品 ​ STMS​ STHS,THHS​ ​ ​



ｂ.スキルの可視化及び教育機会の提供を通じた人的資本の強化 

①教育制度 

・eラーニング、各種研修、資格取得支援等の機会を提供しております。 

・業務上必要不可欠な基礎知識の習得と共に、コミュニケーションの活性化を図るため、管理職を講師とする全社員参加型研修を2026

年4月から週次開催しております。 

②スキルピラミッドの制定 

より自発的なスキル向上を促し、組織全体の底上げを加速するために、社員一人ひとりのスキルを「ヒューマン・スキル」「ビジネス・スキル」                                                                                                                   

の二本立てに分解し、職制別に必要なスキル充足度をスキルピラミッドとして可視化することとしました。このスキルピラミッドについては、  

2026年4月に詳細を通知し、スモールサークルを活用した全社員への説明を経て、同10月に運用を開始します。 

 

■スキルピラミッド（ヒューマンスキル・ビジネススキル項目） 

 

                              

【指標及び目標】 

スキル可視化及び教育機会の提供を通じて人的資本の強化を図ってまいります。2026年10月より全社員を対象にスキルピラミッドの運用を開始

します。 

【補充原則４－１－１】経営陣（執行サイド）への委任の範囲 

当社は「取締役会規程」を定め、法令に準拠して取締役会で審議する内容を定めています。また、それに基づき「職務権限規程」を定め、役職に応じて

執行できる範囲を明確に定めています。 

【原則４－９】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質 

当社は会社法の定める社外取締役の要求及び東京証券取引所が定める独立性の基準を満たすことを独立社外取締役を指名するための基 準として

います。 

【補充原則４－１１－１】取締役会の知識・経験等のバランス、多様性 

取締役候補の選任に際しては、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性を重視し、取締役会で十分な議論を経た上で決定して

います。 

【補充原則４－１１－２】取締役会・監査等委員の兼任の制限 

当社の取締役及び監査等委員の兼任状況については、株主総会招集通知、有価証券報告書を通じ、毎年開示を行っています。 

Human Skill Business Skill

モラル
多様性理解

コンプライアンス（初級）

コミュニケーション力 コミュニケーション

誠実性 ビジネス基礎　①

受容性
All AI活用

情報リテラシー

協調性 製品（基礎）

向上心 2年目～ プレゼンテーション（初級）

責任感 製品（応用）

主体性 ビジネス基礎　②

セルフ・マネジメント メンタルヘルス・マネジメント

行動力（実践力） 1年目 販売・物流（基礎）

影響力 ファシリテーション

協働力 問題解決力

共感力 信頼構築力

組織力（求心力） チームビルディング

心理的安全性 メンタルヘルス・チームマネジメント

意思決定力 中堅 判断力

イニシアチブ リーダーシップ

カリスマ性 経営 経営戦略（基礎）

中長期的視点 企業法務（基礎）

変革推進力 マネジメント（応用）

倫理観 コンプライアンス（上級）

中期的視点 マネジメント マネジメント（基礎）



２．資本構成 

外国人株式保有比率 10%以上20%未満 

 

【大株主の状況】 
 

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％） 

齋藤邦彦 902,000 13.50 

INTERACTIVE BROKERS LLC 

（常任代理人  インタラクティブ・ブローカーズ証券株式会社） 
713,500 10.68 

株式会社UH Partners２ 500,400 7.49 

光通信株式会社 429,600 6.43 

田中園枝 401,500 6.01 

株式会社商工組合中央金庫 225,000 3.37 

株式会社エスアイエル 163,100 2.44 

有限会社フジシゲ 159,000 2.38 

内藤征吾 130,800 1.96 

天井全兄 122,000 1.83 

 

 

支配株主（親会社を除く）の有無 ―― 

親会社の有無 なし 

 

 

―― 

 

 

３．企業属性 

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード 

決算期 3 月 

業種 輸送用機器 

直前事業年度末における（連結）従業 員
数 

 

100人以上500人未満 

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満 

 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

―― 

 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

―― 

補足説明 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査等委員会設置会社 

 

【取締役関係】 
 

定款上の取締役の員数 15 名 

定款上の取締役の任期 1 年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 9 名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 3 名 

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 

 

2 名 

 

氏名 属性 
会社との関係(※) 

a b c d e f g h i j k 

谷 眞人 弁護士           ○ 

千倉 成示  他の会社の出身者           ○ 

曽我 昌子  他の会社の出身者           ○ 

※  会社との関係についての選択項目 

※  本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 

※  近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」 

a 上場会社又はその子会社の業務執行者 

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者 

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

k その他 

 

 

氏名 
監査等
委員 

独立
役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

 

谷 眞人 

 

○ 

 

○ 

 

日比谷見附法律事務所 

谷 眞人氏は、弁護士であり、法務的観点 

から監査体制の強化の機能を担っていただ

くため。また、主要な取引先の出身者等では

ないことから、独立性が高いと認識しており

ます。 

 

 

千倉 成示  

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

（株）千倉書房代表取締役社長 

千倉成示氏は、企業経営における豊かな経

験と幅広い知見を有しており、企業経営を統括

する十分な見識を有しております。また、主

要な取引先の出身者等ではないことから、独

立性が高いと認識しております。 

 

曽我 昌子  

 

○ 

 
 

（株）kokoromachi設立代表取締役 

曽我昌子氏は、営業・マーケティングから 品

質保証に至るまで、マネジメントを含む幅広い

経験を有しており、ダイバーシティ経営のレベ

ルアップに向けた十分な見識を有していま

す。 

 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 



【監査等委員会】 
 

 

 

全委員（名） 常勤委員（名） 
社内取締役 

（名） 
社外取締役 

（名） 
委員長（議長） 

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役 

 

監査等委員会の職務を補助すべき取締役
及び使用人の有無 

 

あり 

 

 

非常勤監査等委員３名の監査等委員会は、会計監査人及び内部監査室と連携し、適正な監査に努めています。これらによる業務執行の適正性の確
保、及び経営環境の変化に対応した意思決定の迅速化の要請等を総合的に判断し、上記体制を採用しています。 

当社は、監査等委員３名を社外取締役として指名し、監視機能の客観性および中立性を確保しています。 

各監査等委員は、法令、財務、会計、企業統治、営業・マーケティング、品質保証に関して、専門的な知見を有しており、職歴、経験、知識を                                                                                                                         

活かして、適法性の監査にあたり、また社外監査等委員は、外部者の立場から経営全般について大局的な観点で、助言を行っています。  

当社は、監査等委員が監査等委員監査をより実効的に行えるよう、必要に応じて監査等委員スタッフを置くこととし、当該使用人は、取締役からの指
揮系統から分離独立しています。 

各監査等委員は、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無等の監査に加えて、取締役および重要な使用人と適宜意見交換を行 うなど、

監視機能の強化に努めています。 

 

 

監査等委員は、会計監査人と決算手続きについて打ち合わせを行う一方、会計監査人の指摘事項及び要改善事項に係る「決算講評」や 、年２回の
「実地棚卸し」に立ち会うなど、会計監査の実施状況の把握に努めています。 

監査等委員は、内部監査室が行う法令・定款及び内部規程等の遵守及び業務遂行の適正性に係る内部監査に関して実施結果報告を受けると共に、

指摘事項について改善状況のフォローに努めています。 

【任意の委員会】 
 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無 

 

なし 

 

【独立役員関係】 
 

独立役員の人数 2 名 

 

― 

【インセンティブ関係】 
 

取締役へのインセンティブ付与に関す る
施策の実施状況 

 

業績連動報酬制度の導入 

 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の方針については、有価証券報告書にその概要を記載しております。 

 

ストックオプションの付与対象者 
 

 

――— 

 

 

 

委員構成及び議長の属性 

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項 

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

その他独立役員に関する事項 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 



該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 
 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない 

 

 

 

 
令和8年3月期取締役の報酬等の額 

取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）5名支給総額 108,374 千円

取締役（監査等委員）（社外取締役を除く）  1名支給総額 14,138千円

社外取締役 3名支給総額 15,900千円 

※当事業年度中において監査等委員の構成（常勤・社外）の変更がありました。 

 
 

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無 

 

あり 

 

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項 

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。また、取締役会は当事業年度に係る                                                                                                                         

取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合しているこ

とを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。なお、当社は2024年５月10日の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容にかかる決定方針を改定しております。その内容は以下の通りであります。 

１．基本方針 

当社の取締役の報酬は、当社及び当社グループの業績と株主価値の持続的な向上に資することを基本とし、優秀な人材を確保・維持す ることが可

能な、職責に十分見合う報酬水準及び報酬体系とすることを基本方針とする。 

具体的には、取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬、業績連動報酬及び非金銭報酬等により構成する。ただし、監査等委員である取締役及び社

外取締役には業績連動報酬及び非金銭報酬等は支給しない。 

2. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の固定報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期 又は条件の決

定に関する方針を含む。） 

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、月額の固定報酬とし、毎月均等に支給する。基本報酬は経営及び業務執行を                                                                                                              

担う職責に対し、その対価として支給することとし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、

総合的に勘案して決定するものとする。 

3. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業績連動報酬等の額又は数の算定方法及び業績指標の決定に関する方針（報酬等を与え る時期又は

条件の決定に関する方針を含む。） 

業績連動報酬等は、短期的な業績向上へのインセンティブと位置付け、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、業績指標                                                                                                                    

（KPI）を反映した現金報酬とし、会社の業績及び会社の財政状況等を総合的に勘案して算出された額を賞与として毎年1回、一定の時期に支給す
ることができる。 

4. 非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。） 

非金銭報酬等は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し、企業価値の持続的な向上を図るインセン                                                                                                                         

ティブを付与するとともに、株主との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限期間を当社の取締役その他当社取締役会で定める地位

を喪失する日までとする譲渡制限付株式（RS）の付与とする。各取締役に付与する株式の具体的な個数、支給時期及び配分については、非金銭
報酬等の上記目的に鑑み、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で各取締役の役位及び職責を考慮して取締役会において決定するもの

とする。 

5. 固定報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の個人別の報酬等の

額に対する割合の決定に関する方針 

固定報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等の割合は、概ね、以下の通りとする。 

固定報酬：業績連動報酬等：非金銭報酬等＝３：１：１ 

当該割合は目安であり、業績等に応じて変動する場合があります。 

6. 取締役の報酬等について株主総会決議に関する事項 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2021年６月29日開催の定時株主総会において、年額400,000千円以内と決議されておりま

す。なお、上記決議時において取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は5名です。 

監査等委員である取締役の報酬限度額は、2021年６月29日開催の定時株主総会において、年額150,000千円以内と決議されております。 なお、上記
決議時において監査等委員の員数は3名です。 

また、2024年6月27日開催の定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬としての報酬等の限度

額は、年額80,000千円以内、総数６万株以内と決議されています。 

なお、上記決議時において、対象取締役（監査等委員である取締役を除く。）員数は5名となります。 

7. 取締役の個人別の報酬等の額についての決定に関する事項 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の具体的内容については、取締役会で定めた決定方針に基づき、株主総会 で決議                                                                                                                        

された範囲内において、取締役会から委任された代表取締役社長により決定します。その権限の内容は、各取締役の基本報酬及び業績連動報
酬等の額並びに譲渡制限付株式報酬の数であり、これらの権限を代表取締役社長に委任した理由は、業績を考慮しつつ各取締役の担当業務の

評価を行うことは代表取締役社長が最も適していると判断したためであります。 

監査等委員である取締役の報酬等は、株主総会で決議された報酬総額の範囲内において、常勤、非常勤の別、 業務分担の状況を考慮して、監査

等委員の協議により決定しております。 

 

【社外取締役のサポート体制】 

社外監査等委員に対しては、取締役社長より取締役会開催の日程及び議題について毎月通知する一方、監査等委員会委員長より事前説 明を行う

と共に、不参加の場合には、取締役会議事録及び関連資料を配付しています。 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 



【代表取締役社長等を退任した者の状況】 

 

 

氏名 役職・地位 業務内容 
勤務形態・条件  

(常勤・非常勤、報酬有無等 ) 
社長等退任日 任期 

齋藤彰則 特別顧問 
会社の課題解決へ向けた戦略策

定等に対する助言提供。 
原則週4回出勤とします。 2019/6/27 ―― 

 

 

 

 

― 

 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

（１）現状体制の概要 

当社は監査等委員会を設置しており、これにより、取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスを一層充実させるとともに、会社業務                                                                                                                          

に精通した業務執行取締役による実態に即したスピーディーな経営を図っています。取締役は、監査等委員である取締役を除く取締役6名と、監
査等委員である取締役3名で、いずれも社外取締役です。 

（２）取締役会 

取締役会は、原則毎月1回開催し、経営方針などの最重要事項や各業務執行の意思決定を行っています。 

（３）監査等委員会 

監査等委員会は、非常勤監査等委員3名（非常勤監査等委員はいずれも社外取締役）で構成されており、原則毎月1回定期的に開催し、監査方針の

決定、監査状況の報告、監査事項の改善などを行っています。 

（４）監査等委員の機能強化に向けた取り組み 

内部監査及び監査等委員会監査の体制としては、内部監査室（常勤3名）が定期的に内部監査を実施し、法令・定款及び社内規程の遵守状況や業

務の適正性をモニタリングしています。 

また、監査等委員は必要に応じて重要会議への参加や関係部署からの報告聴取を行い、会計監査人および内部監査室との定期的な意見交換を通じ

て、情報収集と連携を図り、実効性のある監査を推進しています。 

（５）公認会計士の状況 

会計監査は、会計監査法人である監査法人和宏事務所の監査を受けています。令和8年3月期において当社の会計監査業務を執行した公認会計士

は、代表社員・業務執行社員2名であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士5名であります。 

 

 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

非常勤監査等委員3名の監査等委員会は、会計監査人及び内部監査室と連携し、適正な監査に努めています。これらによる業務執行の適正性の確

保、及び環境の変化に対応した意思決定の迅速化の要請等を総合的に判断し、上記体制を採用しています。 

当社は、監査等委員3名を社外取締役として指名し、監視機能の客観性および中立性を確保しています。 

各監査等委員は、法令、財務、会計、企業統治、営業・マーケティング、品質保証に関して、専門的な知見を有しており、職歴、経歴、知識を活か

して、適法性の監査にあたり、また社外監査等委員は、外部者の立場から経営全般について大局的な観点で、助言を行っています。  

当社は、監査等委員が監査等委員監査をより実効的に行えるよう、必要に応じて監査等委員スタッフを置くこととし、当該使用人は、取締役からの指
揮系統から分離独立しています。 

各監査等委員は、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無等の監査に加えて、取締役および重要な使用人と適宜意見交換を行 うなど、

監視機能の強化に努めています。 

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等 

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数  

その他の事項 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

 
補足説明 

電磁的方法による議決権の行使 
インターネットによる議決権行使の制度（パソコン及びスマートフォン対応）を導入 いたしまし

た。 

 

その他 

〈株主総会資料の電子提供制度の導入〉 

「会社法の一部を改正する法律」附則第１条ただし書きに規定する改正規定の施行日（2022

年９月１日）を効力発生日として、株主総会資料の電子提供制度を導入することとしまし

た。 

 

 

２．ＩＲに関する活動状況 

  

 

補足説明 

代表者
自身に
よる説
明の有

無 

 

IR資料のホームページ掲載 
投資者情報をサイト内に設け、決算情報、決算補足資料、決算情報以外の                                                                 

適時開示資料、有価証券報告書、半期報告書、コーポレート・ガバナンスの状
況、株主総会の招集通知、IRカレンダー等を掲載しています。 

 

 
IR担当役員は設置：無、代表取締役および管理本部長が責任をもって対応 する

体制 

IRに関する部署（担当者）の設置  

 IR担当部署：経営企画室、専任担当者：無 

電話：03-6893-3016 

 

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 
補足説明 

ステークホルダーに対する情報提供に係
る方針等の策定 

ステークホルダーに理解を深めていただくため、企業活動における会社情報の適時・ 適切な
開示に取り組んでいく方針です。 



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

内部統制システムに関する基本的な考え方は以下のとおりです。 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グル

ープ」という）の業務の適正を確保するための体制 

（１）当社グループの取締役及び使用人は、経営理念・行動規範並びにコンプライアンス規程等に基づき、適正な職務執行に努めなけ ればならない。 

（２）当社の監査等委員会は、監査等委員会規程等に基づく独立した立場から、内部統制システムの構築や運用状況を含め、当社グループの取締

役や使用人の職務執行の適正性について監査する。 

（３）当社の内部監査室は、監査等委員会や国内外の会計監査人と連携しながら、当社グループの取締役や使用人の職務執行の適正性につ

いて監査する。 

（４）当社は、法令違反その他コンプライアンスに係る問題を早期に発見し是正するため、対象範囲をグループ全体とする内部通報制度を設け

る。社員等は、かかる問題を発見した時は、社外取締役（監査等委員）又は顧問弁護士等に通報することができる。会社は、 

通報内容を守秘し、通報者に対して不利益な取扱いをしてはならない。 

（５）当社は、反社会的勢力排除に向けた基本方針を定め、反社会的勢力との関係遮断や不当要求拒絶のための体制を整備する。 

（６）当社は、金融商品取引法における財務報告の信頼性を確保するため、内部統制委員会の承認の下、内部統制システムが有効 に機能する

ことを継続的に評価し、必要な是正措置を講じる。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）取締役の職務の執行に係る情報は、法令や文書管理規程等に基づき、保存媒体に応じ適切かつ確実に記録・保存・管理 を行う。取締

役及び監査等委員は、適宜、これらの情報を閲覧・複写できる。 

（２）情報の保存及び管理については、別途、情報セキュリティ管理規程や個人情報取扱規程・インサイダー取引防止規程等 を定め、情報

管理の徹底を図る。 

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当社は、企業活動に係る様々なリスクに対処するため、平時においては、内部監査室がリスクの指摘や軽減に取組み、有事においては、社長を

本部長とする緊急対策本部が有事対応マニュアルに従い対応する。 

（２）当社は、グループ各社の相互連携の下、当社グループ全体のリスク管理を行 う。 

 ４．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）当社は、取締役会を当社グループの経営戦略や業務執行等に係る最高意思決定機関と位置付け、取締役会規程に基づき原則毎月開催

するとともに、業務の執行状況を監督する。必要に応じて適宜、臨時取締役会や各種委員会等を開催する。 

（２）当社グループは、年度予算と将来の経営環境を踏まえた中期経営計画を立案し、その達成に向けた具体案を実行する 。                                                                                                             

当社は、当社グループ全体の目標を管理し、業務執行を監督する。グループ各社は、相互連携の下、それぞれの業務の効率性と

有効性を追求する。 

（３）当社グループは、組織規程・業務分掌規程・職務権限規程等を定め、責任の所在を明確にし、公正で効率的な執行手続を確保する。  

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

（１）当社は、関係会社管理規程を定め、子会社の承認事項や報告事項等を規定する。これに基づき、子会社は、業務執行状況の 定期的報告

や重要事項に係る事前協議・決裁申請を行う。 

（２）当社は、子会社担当取締役・監査等委員会委員長及び内部監査室が中心となって、国内外の会計監査人と連携しながら、定期的に                                                                                                               

子会社の業務執行を監査する。また、子会社の取締役等は、当社で開催する各種会議に出席し、経営課題の報告を通して方針の徹

底を図る。 

 

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、監査等委員の当該使用人に 対する指
示の実効性の確保に関する事項 

（１）当社は、監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監査補助業務を行う使用人を置く。その人事等につい

ては、取締役と監査等委員会が協議して決定する。 

（２）上記の使用人は、当該業務を優先し、取締役等上長からの指揮・命令系統から分離独立する。 

 

７．取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制、子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員に報告する
ための体制、上記報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制 

（１）当社グループの取締役及び使用人等は、業務の執行状況について適宜、また、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発                                                                                                                   

見した時は直ちに、監査等委員に報告する。監査等委員は、取締役又は使用人等に対して、必要に応じ説明を求めることができる。  

（２）当社グループは、上記報告に関して、グループの取締役及び使用人等に対し当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いをすること

を禁止し、その旨を周知徹底する。 

 

８．監査等委員会の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項 

 

当社は、監査等委員会の職務の執行について生じる費用に関して、速やかに支払処理を行 う。 

 

 



 ９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）監査等委員は、取締役会など重要な会議に出席するとともに、適宜、業務執行に関する文書等情報を閲覧・複写できる。ま た、監査等委員会は、 

必要に応じて、外部専門家（弁護士・公認会計士等）を活用し助言を受けることができる。 

（２）監査等委員会は、代表取締役・内部監査室及び国内外の会計監査人と定期的に面談し、意思疎通と相互連携を図るため、意見交換を行う。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で臨み、またそれらからの不当な

要求には一切応じません。 

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況 

当社は、「法令等遵守（コンプライアンス）規定」で、役員及び社員等が法令等の遵守に基づき社会的責任を果たすことを定め、具体的には                                                                                                      

行動規範の自主行動基準に「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは関係を持たず、またそれらからの不当な要求に

は応じません」と明記して公表しています。反社会的勢力からの接触があれば、総務部が対応し、必要に応じて、顧問弁護士や警察等の専門家

に相談し、適切な措置を講じることにしています。 

 

 

Ⅴその他 

１．買収への対応方針の導入の有無 

買収への対応方針の導入の有無 なし 

 

―― 

 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

―― 

 

該当項目に関する補足説明 


